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労働保険料年度更新（申告・納付）手続きの時期の変更と 

保険料率の改定について 

 
 千葉労働局（局長 千葉秀木）管内には、労働保険年度更新対象が約５万事

業場あり、事業主は、毎年度労働保険年度更新手続を行う必要があります。 

この手続期間が平成２１年度からは、６月１日から７月１０日までの間に変

更になります。 

 また、平成２１年４月１日から労災保険率等及び雇用保険料率が改定される

ため、平成２１年度の概算保険料から、改正後の労災保険率及び雇用保険料率

で申告することとなります。 

 これらの申告・納付は、最寄りの金融機関・郵便局、各労働基準監督署又は

千葉労働局で、７月１０日まで受け付けています。 
 
 
１．年度更新申告・納付期間の変更について 
  平成１９年６月３０日に、「国民年金事業等の運営の改善のための国民年金

法等の一部を改正する法律」が成立したことに伴い、従来４月１日から５月

２０日までであった労働保険料の申告・納付の期間が、平成２１年度より６

月１日から７月１０日までに変更となります。 
 
２．労働保険料率の改定について 
（１）労災保険率 
  ① 現行５４業種の労災保険率は、別添（参考資料１）のとおり改定とな

ります。 
    労災保険率が引上げとなる業種は５業種、引下げとなる業種は３８業

種、据置きとなる業種は１１業種です。 



  ② 労務費率（請負による建設の事業に係る賃金総額の算定に当たり請負

金額に乗ずる率）は、別添（参考資料２）のとおり改定となります。 
  ③ 第２種特別加入保険料率及び第３種特別加入保険率は、別添（参考資

料３）のとおり改定となります。 
 
（２）雇用保険料率 

   「労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和４４年法律第８４号）」

第１２条第５項、第８項等の規定に基づき、平成２１年度の雇用保険率を

1000分の 4引下げ、1000分の 11（農林水産業及び清酒製造業については
1000分の 13、建設業については 1000分の 14）となります（別添、参考資
料４）。 

 
（３）労働保険料率の適用 
   平成２１年度の概算保険料の申告から、労災保険率及び雇用保険料率が

変更となります。 
   平成２０年度の確定保険料は、旧労災保険率及び雇用保険料率によって

申告することになります。 
 
 

 

 



労働保険年度更新関係資料 

 

１ 労働保険とは 

 労働保険とは、労災保険法による労災保険と、雇用保険法による雇用保険

とを総称した言葉ですが、単に労災保険と雇用保険の総称であるにとどまら

ず、両保険を総合的・不可分一体的にとらえた言葉です。 

 労働保険は、法人・個人を問わず、労働者をひとりでも使用している事業

所は、必ず加入することが法律で義務づけられています。 

労災保険 

 労災保険とは、業務上の事由又は通勤による労働者の負傷、疾病、障害又

は死亡に対して必要な保険給付を行い、労働者の福祉の増進に寄与すること

を目的とし、政府がこれを管掌することとされています。 

雇用保険 

 雇用保険とは、労働者が失業した場合に必要な給付を行うことにより、失

業中の生活の安定を図りつつ再就職を促進するとともに、高年齢者・育児休

業取得者等の雇用継続のための在職者給付を行うほか、失業の予防、雇用の

安定・改善、労働者の能力の開発及び向上その他労働者の福祉の増進を図る

ことを目的とし、政府がこれを管掌することとされています。 

 

 

２ 年度更新とは 

 年度更新とは、前年度の保険料の精算と新年度の保険料を概算で申告・納

付をする手続です。 

労働保険（労災保険・雇用保険）の保険料は、毎年、４月１日から翌年３

月３１日までの１年間を単位として計算することになっており、その額はす

べての労働者（雇用保険については、被保険者のみ。）に支払われる賃金の総

額に、その事業ごとに定められた保険率を乗じて算定することになっていま

す。 

 労働保険の保険料は、概算で申告・納付し、翌年度に確定申告のうえ、精

算することになります。 

 したがって、事業主は、当年度の概算保険料と前年度の確定保険料を申告・

納付することが必要です。 

 これを年度更新といい、平成２１年度については６月１日から７月１０日

までの間に手続きを行うことが必要です。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 労災保険率等の改定 

 労災保険率は「労働保険の保険料の徴収等に関する法律」及び同法に基づ

く政省令の定めにより、将来にわたる労災保険の事業に係る財政の均衡を保

つことができるよう、過去３年間の災害率等を考慮して事業の種類ごとに決

定することとされており、平成１７年３月に策定した「労災保険率の設定に

関する基本方針」に従って設定されます。 
 このことから、平成２１年４月１日より、①労災保険率、②労務費率、③
第２種特別加入保険料率、④第３種特別加入保険料率が改定となります。 
 

４ 労務費率 

 労災保険は、建設事業については、原則として元請負人が事業主となる（徴

収法第８条第１項）ため、元請負人はその事業の一部を下請負人に施工させ

る場合には、下請負人に使用される労働者の賃金を含めて賃金総額を正確に

把握し得ないものについては、その事業の請負金額に事業の種類ごとに定め

られた一定率＝労務費率を乗じた額を、その事業の賃金総額とみなすことと
しています（徴収法施行規則第１３条第１項）。 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 第２種特別加入 

１．一人親方その他の自営業者とその者が行う事業に従事する者 
（１）一人親方その他の自営業者 
   特別加入することできる一人親方その他の自営業者は次に該当する者

で常態として労働者を使用しないで事業を行う者に限られています。 
  ① 自動車を使用して旅客又は貨物の運送の事業を行う者 
  ② 土木、建設等の事業を行う者 
  ③ 漁船による水産動植物採捕の事業を行う者 
  ④ 林業の事業を行う者 
  ⑤ 医薬品の配置販売の事業を行う者 
  ⑥ 再生利用の目的となる廃棄物等の収集、運搬、選別、解体等の事業

を行う者 
（２）一人親方その他の自営業者が行う事業に従事する者 
   ここにいう「事業に従事する者」とは、労働者以外の者で、その事業

に常態として従事する家族従事者がこれに該当します。 
２．特定作業従事者 
  特定作業従事者には、特定農作業従事者、指定農業機械作業従事者、職

場適応訓練従事者並びに事業主団体等委託訓練従事者、家内労働者及びそ

の補助者、労働組合等常勤役員、介護作業従事者がこれに該当します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 第３種特別加入 

 海外派遣者 
  海外で行われる事業に派遣される労働者で、次の者に限り、特別加入が

認められています。 
 ① 国際協力機構等開発途上地域に対する技術協力の実施の事業（有期事

業を除く。）を行う団体から開発途上地域で行われている事業に派遣され

る者 
 ② 日本国内で行われる事業（有期事業を除く。）から海外支店、工場、現

場、現地法人、海外の提携先企業等海外で行われる事業に労働者として

派遣される者 
 ③ 日本国内で行われる事業（有期事業を除く。）から海外支店、工場、現

場、現地法人、海外の提携先企業等海外で行われる 300人（金融業、保
険業、不動産業又は小売業にあっては 50人、卸売業又はサービス業にあ
っては 100人）以下の労働者を使用する事業に代表者等として派遣され
る者 

  なお、単に留学する者や現地採用者は、海外派遣の対象とはなりません。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 雇用保険料率の改定 

 現下の厳しい雇用失業情勢により、労働市場においては、派遣労働者、パ

ートタイム労働者、契約社員等の非正規労働者が増大する中で、特に、これ

ら非正規労働者の雇用調整の動きの急速な拡大として顕在化し、非正規労働

者に大きく影響を与えつつあります。 
 このような状況の中で、政府全体として生活支援策の強化のための経済対

策が決定され、雇用保険についても、セーフティネット機能の強化等とあわ

せ、家計緊急支援対策の一環として、国民（家計と企業）の負担軽減の観点

から、平成 21年度限りとして雇用保険料率が引き下げられました。 
具体的には、失業等給付に係る雇用保険料率が、平成２１年度に限り０．

４％引き下げられます（一般の事業の場合、１．２％⇒０．８％に、農林水

産業及び清酒製造業及び建設業の場合、１．４％⇒１．０％を労使折半）。 

 この他、事業主は二事業に係る雇用保険料率（一般の事業、農林水産業及

び清酒製造業の場合、０．３％、建設業の場合、０．４％）を負担すること

となります。 

８ 雇用保険料率表 

 改定後 

(平成 21 年度概算保険料の計算に使用)

改定前  

(平成 20 年度確定保険料の計算に使用)

事業の種類 保険率 
事業主 

負担率 

被保険者

負担率 
保険率 

事業主 

負担率 

被保険者

負担率 

一般の事業 11／1000 7／1000 4／1000 15／1000 9／1000 6／1000 

農林水産、清酒

製造の事業 
13／1000 8／1000 5／1000 17／1000 10／1000 7／1000 

建設の事業 14／1000 9／1000 5／1000 18／1000 11／1000 7／1000 

 



９ 自主申告・自主納付 

 労働保険は、事業主による自主申告と自主納付を前提として運営されてい

る制度であり、労働保険制度が円滑に運営されるためには、事業主の御理解

と御協力をいただくことが必要不可欠になっています。 

 

 年度更新の未申告事業主に対しては、労働基準監督署、千葉労働局から申

告の指導を行うこととしています。 

 

１０ 千葉労働局の重点対策として 

 労働保険は、農林水産の事業の一部を除き、労働者を一人でも雇っていれ

ば適用事業となり、その事業主は成立手続を行い、労働保険料を納付しなけ

ればならないことになっています。 

 しかしながら、未だ労働保険の加入手続をされていない事業主も多く存在

しています。 

 千葉労働局では、これらの未手続事業の解消を、平成２１年度の労働保険

適用徴収業務の重点項目として取り組むこととしています。 
 
 
 


